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1. はじめに 

カルバートなど地下構造物の建設工事においては，

シートパイルなどを仮設土留めとして，掘削後に構造

物を築造し，埋め戻しや仮設土留めの撤去を行う工程

が一般的である．一方，工事のコスト縮減や工期短縮な

どの社会的要請に応えるために，仮設土留めを本体構

造物として利用する技術がある 1), 2)が，土留め壁に用い

られる建設鋼材と鉄筋コンクリートの床版や頂版を現

場溶接 3)することなく確実に接合する構造は少ない． 

そこで，著者らは土留め用建設鋼材と鉄筋コンクリ

ートを容易かつ確実に現場接合する新たな接合構造

（以下，本構造）を考案した．本構造は図 1に示すよ

うに，土留め用建設鋼材に予め工場溶接された接合部

材（以下，T 形金物）と U 字に曲げた鉄筋（以下，U 字

鉄筋）を，人力で扱えるコンパクトな鋳鉄金物（3～6kg）

を介して接合するものである．組立は図 2 に示すよう

に，T 形金物に設けた切り欠き部分に予め U 字鉄筋を

差し込み，鋳鉄金物を上下方向からスライドさせるこ

とで行う． 

今回，本構造が十分な荷重伝達性能を有することの

確認を目的に引張試験を実施した． 

 

図 1 本構造の概略図（右：断面図） 

 

図 2 組立手順 

2. 試験方法 

試験状態図を図 3に示す．試験は実際に構築される

構造の 1 要素を抜き出して載荷を行った．U 字鉄筋に

は異形棒鋼（D32）を使用し，接合部の周囲は鋼管を型

枠として早強コンクリートを充填した．また，異形棒鋼

にはスリーブを取り付けてコンクリートの付着影響を

小さくした．使用した各部材の物性値を表 1，コンクリ

ート材料諸元を表 2に示す．今回,コンクリートを充填

した接合部を本構造の評価対象とした．本構造は鉄筋

の直線部よりも先に破断しないことが求められている

ため，各部材の諸元は，予め FEM 解析を行って形状を

設定した．載荷方法は静的引張載荷とし，試験体のいず

れかの部位が破断するまで載荷した． 

 

図 3 試験状態図 

 

表 1 各部材の物性値 

 

表 2 コンクリート材料諸元 
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3. 試験結果および考察 

荷重-変位関係を図 4に示す．試験体 3 体とも同様の

傾向を示しており，640～670kN 程度で降伏し，最終的

には 900～1000kN 程度で鉄筋の直線部で破断に至った．

鉄筋降伏までは直線的な挙動を示し，本構造の各部材

が概ね弾性範囲であることが確認された． 

 

図 4 荷重-変位関係 

各部材の応力集中部に貼り付けたひずみゲージの位

置を図 5に示す.代表として最大荷重を示した 3 体目の

鉄筋 R 部と T 形金物，鋳鉄金物の荷重-ひずみ関係を図 

6～図 8 に示す.鉄筋 R 部と T 形金物は鉄筋降伏荷重で

も概ね降伏ひずみに至っておらず，鋳鉄金物は鉄筋破

断荷重でも弾性範囲内であった． 

次に載荷後の試験体を切断しコンクリートの充填性

確認を行った．切断面と切断位置を図 9に示す．鋳鉄

金物と T 形金物の狭隘な隙間においても，モルタル成

分が十分に充填されており，各部材間の荷重伝達をス

ムーズにすることで接合構造としての耐荷性能確保に

繋がっていると考えられる． 

 

図 5 ひずみ計測位置 

 

図 6 荷重-ひずみ関係（鉄筋 R 部） 

 

図 7 荷重-ひずみ関係（T 形金物） 

 

図 8 荷重-ひずみ関係（鋳鉄金物） 

   

図 9 試験体の切断面と切断位置 

4. まとめ 

土留め用建設鋼材と鉄筋コンクリートを現場で容易

かつ確実に接合する本構造を提案した．本構造の耐荷

性能を評価するために引張試験を実施し，主として以

下の知見が得られた． 

1) 鉄筋降伏荷重において，本構造が弾性挙動を示すこ

とを確認した． 

2) 鉄筋の直線部で破断するまで各部材が荷重伝達性能

を発揮し，本構造は十分な耐荷力を有することを確

認した． 

3) 本構造を構成する部材間において，モルタル成分が

十分に充填されていることを確認した． 
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